
平成29年度 平成28年度 比 較 増 減 率

3,968,169 2,654,313 1,313,856 49.5
1,720,677 1,571,042 149,635 9.5

国 民 健 康 保 険 （ 事 業 勘 定 ） 653,740 566,965 86,775 15.3
国民健康保険(直営診療施設勘定) 380,681 380,609 72 0.0
介 護 保 険 （ 保 険 事 業 勘 定 ） 342,147 326,963 15,184 4.6
簡 易 水 道 260,435 206,966 53,469 25.8
後 期 高 齢 者 医 療 83,674 89,539 △ 5,865 △ 6.6

116,522 110,559 5,963 5.4
旅 客 自 動 車 運 送 事 業 116,522 110,559 5,963 5.4

5,805,368 4,335,914 1,469,454 33.9

【都支出金】 前年度比126.7％

【繰入金】　 前年度比811.5％

【村債】 前年度比227.8％

【地方交付税】　前年度比10.7％

【投資的事業】 前年度比27,194.3％

【物件費】 前年度比16.7％

【補助費等】 前年度比9.9％

【公債費】 前年度比△9.0％

平成29年度三宅村当初予算の概要

公 営 企 業 会 計

合　　　　　　　　　　計

会　　　計　　　別

一 般 会 計

特 別 会 計

1.会計別予算額

　平成29年度における三宅村各会計の当初予算が、3月定例議会において成立しましたので、その主な
内容についてお知らせします。なお、前年度と比べ予算規模が大幅に増加していますが、これは、前
年度の当初予算を政策的な経費(投資的経費や新規事業)を除いた骨格予算として編成したためです。

観光宣伝、離島漁業再生支援事業、更正医療（障害者
自立支援医療）、むらおこし推進事業に増となりました。

H8公営住宅建設事業債、H16防災システムIT化事業債
の完済に伴い減になりました。

（単位：千円、％）

普通交付税が増加になりました。

2.一般会計歳入予算の内訳

3.一般会計歳出予算の内訳

市町村総合交付金や学校整備補助金、阿古荷捌き所新
設事業補助金、農道薄木線改修事業補助金等が増になり
ました。

火葬場新設用地購入、みやけ保育園増築事業用地購入
への充当財源として土地開発基金繰入金等が増になりまし
た。

役場臨時庁舎改修事業債や、クリーンセンター大規模改
修事業債、観光振興施設整備事業債等で増になりました。

クリーンセンター大規模改修事業や小学校校庭緑化事
業、旧坪田福祉会館改修事業、阿古荷捌き施設新設事
業等で増になりました。

電算管理の庁内OA及び住民情報系等システム再構築
や衛生費の伊豆諸島海岸漂着物処理対策事業、道路
橋梁費一般管理費の橋梁点検委託等が増になりました。
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主な増減理由

主な増減理由



区分 事業名 事業費 区分 事業名 事業費 

役場臨時庁舎改修 47,024 野鳥公園管理 3,821

職員住宅管理 10,921 ふるさと体験ビレッジ運営 4,604

村民憲章制定事業 2,228 旧建材工場建設副産物処理 34,000

社会福祉事業費 84,951 村道舗装補修工事 31,159

三宅村老人福祉館 1,080 海岸部村道保護事業 12,000

保育所運営 24,782 村道補修整備（村単独）事業 4,300

児童遊園管理 8,683 村道伊豆海岸線改修事業 62,236

公衆便所管理 3,564 安全対策事業 4,710

クリーンセンター管理 156,666 村営住宅一般管理費 19,440

ごみ収集 2,556 村営住宅改修事業 72,087

リサイクル品等処理 908 常備消防一般管理費 3,951

汚泥再生処理センター管理 5,679 非常備消防一般管理費 3,273

合併処理浄化槽設置補助 2,700 消防施設環境整備 5,210

火葬場新設整備事業 43,167 小型動力ポンプ購入 4,143

山村・離島振興施設整備事業 18,321 消防ポンプ自動車整備 8,968

農道薄木線改修事業 25,127 防災行政無線管理 16,057

八重間ストックマネジメント事業 6,648 三宅島活動火山対策避難施設管理 3,577

笠地貯水池管理省力化施設整備事業 29,130 小学校施設整備事業 92,236

定置網設置調査事業 2,650 中学校空調機整備事業 10,662

定置網用4トンユニック整備事業 12,335 学校給食一般管理 1,707

阿古荷裁き施設新設事業 72,576 郷土資料館 2,830
燃油施設解体撤去工事 6,351 体育施設費 51,679
観光案内板改修事業 6,786 諸支出金 交通事業補助 6,000
観光振興施設整備事業 53,460 災害復旧費 災害復旧事業 16,021

4.地方債残高の推移

5.積立基金残高の推移

単位：千円

6.投資的事業

単位：千円

単位：千円
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